
１　令和４年度普通交付税概要
　この資料は、「地方交付税法(昭和25年法律第211号)」及び「普通交付税に関する省令(昭和37年自治省令第17号)」に基づき決定された普通交付税の概要をとりまとめたものである。
１　地方交付税の総額
　地方交付税の総額（当初）は、18兆538億円で前年度（17兆4,385億円）に比べ、+6,153億円、+3.5％となった。

　地方交付税の総額の内訳は、国税５税（所得税・法人税の33.1％､酒税の50％、消費税の19.5％及び地方法人税の100％）の額15兆9,314億円（過年度精算分除く）、国の一般会計からの加算額154億円等である。

　その結果、普通交付税は16兆9,705億円、特別交付税は1兆833億円となっている。その後、令和4年の国の補正予算により、普通交付税が4,671億円、特別交付税が298億円増額されたため、変更後の総額は18兆5,507億円となった。
　なお、臨時財政対策債発行可能額の総額は1兆7,805億円となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　本県市町村分の普通交付税額
　本県における市町村分の普通交付税の交付額は、1,870億5,508万円（対前年度比４.1％減）である。なお、臨時財政対策債発行可能額は357億5,333万1千円で、これを普通交付税に合算した額は2,228億841万１千円となる。
３　本県市町村分の普通交付税の特徴
令 和 ４ 年 度 普 通 交 付 税 決 定 状 況
    　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　　　分
	令和４年度
Ａ
	令和３年度
B
	増　減　額

Ｃ(Ａ－Ｂ)
	増　減　率

Ｃ／Ｂ ％

	基準財政
需要額
	市
	1,133,068,851
	1,094,257,074
	38,811,777
	3.5％

	
	 町村
	101,770,183
	99,378,983
	2,391,200
	2.4％

	
	  計
	1,234,839,034
	1,193,636,057
	41,202,977
	3.5％

	基準財政
収入額
	  市
	988,203,800
	939,087,805
	49,115,995
	5.2％

	
	 町村
	65,305,646
	62,215,978
	3,089,668
	4.9％

	
	  計
	1,053,509,446
	1,001,303,783
	52,205,663
	5.2％

	交付決定額
	  市
	150,074,200
	157,983,090
	▲7,908,890
	▲5.0％

	
	 町村
	36,980,880
	37,163,005
	▲182,125
	▲0.5％

	
	  計
	187,055,080
	195,146,095
	▲8,091,015
	▲4.1％


　　　　※需要額・収入額については、合併算定替ベースの額（錯誤額含む）である。また、不交付団体を
　　　　　含む数値のため、表内の計算において交付決定額とは一致しない。

(1)　基準財政需要額

　　基準財政需要額（不交付団体除く。）は、給与改定に伴う給与費の減の影響などから包括算定経費などが減少し、また交付団体が減少した一方で、臨時財政対策債発行可能額が大幅に抑制された。加えて国の補正予算における歳出の追加に伴う地方負担を措置するため、令和4年度に限り、「臨時経済対策費」が創設された。それらの影響により、前年度と比較して約412億円増加した。
 (2)　基準財政収入額関係

　　基準財政収入額（不交付団体除く。）は、交付団体が減少した一方で、市町村民税（所得割・法人税割）
　や固定資産税が増加したことなどにより、前年度と比較して約522億円増加した。

４　本県市町村分の臨時財政対策債発行可能額
　令和４年度の臨時財政対策債の発行可能額は、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する方式〔財源不足額基礎方式〕により算出した額となっている。
　
　　発行可能額：　県　計　　 357億5,333万1千円
２　令和４年度地方特例交付金の概要
　１　地方特例交付金
　〇個人住民税減収補填特例交付金
　所得税で控除しきれない住宅ローン減税額を住民税から控除することによる地方公共団体の減収を補填するために交付されている。
    本県における令和４年度市町村分の地方特例交付金の交付額は、下記のとおりである。
    　交付決定額　　　　　　　　　　 97億9,930万4千円
　 　　 市　計　  93億2,780万円
　　    町村計　   4億7,150万4千円
３ 交付税概要の見方
１　主な用語の説明
 (1)　普通交付税
      地方交付税の主体をなすもので、基準財政需要額に対して基準財政収入額が不足する地方公共団体に

　　その不足相当額が交付されるものであり、交付総額は地方交付税総額の９４％相当分である。
 (2)  特別交付税
　　　普通交付税の算定方法では捕捉されなかった災害等の特別な財政需要を考慮して交付されるものであ
　　り、交付総額は地方交付税総額の６％相当分である。
 (3)  基準財政需要額
　　　各地方公共団体における財政需要を一定の方法により合理的に計算した額をいう。
　　　基準財政需要額＝単位費用×測定単位×補正係数
 (4)  基準財政収入額
　　　各地方公共団体における法定普通税を中心とした税収入額を一定の方法により計算した額の７５％相

　　当額等をいう。
 (5)  単位費用
　　　標準的な地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政運営を行う際の各測定単位当たり費用をいう。
 (6)  測定単位
　　　地方行政の種類ごとに設けられ、かつ、この種類ごとにその量を測定する単位をいう。
 (7)  補正係数
      基準財政需要額を算定する際、各地方公共団体の人口規模や地理的条件などの要因による費用の差を
　　反映させるため、測定単位の数値を割増し又は割落としするための係数をいう。
 (8)  財源不足額
　　　基準財政需要額－基準財政収入額＝Ａ
　　　Ａが正数の場合、Ａを財源不足額といい、Ａが負数の場合、Ａを財源超過額という。
 (9)  調整率
　各地方公共団体の財源不足額の合計額が、普通交付税総額を超過する場合に、総額に合わせるための減額率をいう。
             　　  調整率 ＝   財源不足額の合計額－普通交付税総額 
           　 　　　　　　　　財源不足団体の基準財政需要額の合計額
２　他の資料と比較検討する際の留意点
 (1)  基準財政需要額の経費の種類は、概ね地方財政状況調と一致しているが、詳細については区分内容を
　　参照されたい。
 (2)  基準財政収入額は、各税目で計算方法が異なり、かつ理論計算されていることに留意されたい。


